
公共工事の品質確保の公共工事の品質確保の
促進に関する法律促進に関する法律

公共工事の品質確保の促進に関する法律
（通称、品確法）

●● 公共工事の品質特性公共工事の品質特性

●● 公共工事を取り巻く現状公共工事を取り巻く現状

●● 品確法の概要品確法の概要
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公共工事をとりまく最近１０ヶ年の動向

一般競争入札方式、公募型指名競争入札方式の導入

＊一般競争入札（７．５億円以上）・公募型指名競争入札方式（２～７．５億

円）等の導入

「工事請負契約書の制定について」（最終：平成１６年３月改正）

ＷＴＯ政府調達協定締結

＊建設市場の国際化の進展

・国 工事： ４５０万ＳＤＲ、設計： ４５万ＳＤＲ

・政府関係機関 工事：１，５００万ＳＤＲ、設計： ４５万ＳＤＲ

・都道府県等 工事：１，５００万ＳＤＲ、設計：１５０万ＳＤＲ

平成 ６年 ６月

平成 ７年 ６月

平成 ７年１２月

中建審「公共工事に関する入札・契約制度の改革について」

＊背景：・ゼネコン汚職問題

・外国企業の参入問題

平成 ５年１２月

公共工事をとりまく最近１０ヶ年の動向

中建審「建設市場の構造変化に対応した今後の建設業の目指すべき方向

について」

～ 技術と経営に優れた企業が伸びられる
透明で競争性の高い市場環境の整備 ～

入札契約制度の更なる改善

＊多様な入札・契約方式の導入

（入札時VE・契約後VE・技術提案総合評価方式・設計施工一括発注方式）

＊入札・契約手続の透明性の一層の向上

（経営事項審査の結果公表、資格審査格付結果の公表、予定価格の事後

公表）

平成１０年 ２月

土木工事検査技術基準（地方建設局の所管する土木工事）平成１０年 ３月

低入札価格調査制度による対象工事の重点調査を開始平成１２年１２月

土木工事監督技術基準（地方建設局の所管する土木工事）平成１２年 ４月
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入札談合の再発防止対策について

＊一般競争方式の拡大（２億円以上）

＊総合評価方式の拡大と充実（金額ベース５割超目標）

平成１７年 ７月

請負工事成績評定要領の制定（地方整備局の所管する直轄工事）平成１３年 ４月

公共事業コスト構造改革プログラム（H15→Ｈ１９の５カ年間）平成１５年 ３月

「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」施行

＊公共工事に対する国民の信頼確保と建設業の健全な発展

（透明性の確保、公正な競争の促進、適正な施工の確保、不正行為の排

除の徹底）

平成１３年 ４月

一般競争入札の拡大（全ての工事が対象）平成１８年１０月

「公共工事の品質確保の促進に関する法律」施行

＊Ｈ１７．８ 品確法基本方針策定

＊Ｈ１７．９ 直轄工事における品質確保促進ガイドライン

平成１７年 ４月

公共工事をとりまく最近１０ヶ年の動向

○公共事業の必要性を唱える国民が多い一方、公共事業に対する印象が非常に悪い

○国土交通省からの情報発信も、国民にとって不十分な実態が明確化

６８％ ３２％

２０％ ６７％

８０％ ２０％

非常に関心を持っている
やや関心を持っている

あまり関心を持っていない
全く関心を持っていない

良い印象を持っている
やや良い印象を持っている

悪い印象を持っている
やや悪い印象を持っている

必要だと思う
どちらかと言えば必要だと思う

不要だと思う
どちらかと言えば不要だと思う

●公共事業に対する印象

●公共事業に対する関心度

●公共事業の必要性

●公共事業に関する具体的イメージ

そう思う
ややそう思う

あまりそう思わない
そう思わない

①税金を無駄に使っている

②談合などの不正がある

８５％ ５％

８６％ ３％

※調査の概要

・インターネット調査による（民間調査会社に委託）

・平成１７年４月末に調査を実施

・Ｎ＝３０００人
（全国・国勢調査の人口構成を基に制度設計）

国民は公共事業にどのようなイメージを持っているか？国民は公共事業にどのようなイメージを持っているか？
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○一般政府固定資本形成の対ＧＤＰ比　（Ig/ＧＤＰ）
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より推計

平成２～１４年 実績 （OECD資料）
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※防災関係投資は投資量で試算。

防災関係投資

3.6

○日本の防災関係投資と各国
Igの比較（H16）

一般政府固定資本形成（一般政府固定資本形成（IgIg/GDP/GDP）の比較）の比較

公共工事の特性・・・一般の製造業には無い特徴

・単品受注生産～契約時点で工事目的物が存在しない

・現地生産～品質管理に工夫が必要

・不可視部分が多く不良があっても発見が困難

・不良品と判明しても取り替えることは著しく困難

公共工事の特性・・・一般の製造業には無い特徴

・単品受注生産～契約時点で工事目的物が存在しない

・現地生産～品質管理に工夫が必要

・不可視部分が多く不良があっても発見が困難

・不良品と判明しても取り替えることは著しく困難

公共工事の品質特性公共工事の品質特性

公共施設の特徴

・不特定多数の国民が長期にわたり活用

・一般に施設の規模が大きく、工事段階及び管理段階において環境への影響

が大きい

・施設のライフサイクルにわたる長期間の品質確保が必要

・公的機関によって公的資金を主たる財源として整備

公共施設の特徴

・不特定多数の国民が長期にわたり活用

・一般に施設の規模が大きく、工事段階及び管理段階において環境への影響

が大きい

・施設のライフサイクルにわたる長期間の品質確保が必要

・公的機関によって公的資金を主たる財源として整備
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購入
品質と価格に優れた
商品の購入が可能

契約（購入）
購入時点では「仮」の品質

マーケットによる評価

能力競争が唯一の
よい調達への道

価格競争により
よい調達が可能

完成後に台風や地震等に
耐えらるれかで評価

多数の消費者が品質、
価格の両面で評価

一般の商品 土木構造物

調達の必要性

２００４．２．１７

調達の必要性

マーケットによる評価

建設投資（名目値）、許可業者数及び就業者数の推移建設投資（名目値）、許可業者数及び就業者数の推移
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民間投資額（兆円）

政府投資額（兆円）

許可業者数（千社）

就業者数（万人）

17年度末
54万2千業者

民間投資
34.8兆円

政府投資
18.2兆円

18年度合計
52.9兆円

(ピーク時の約６３％)

17年平均
568万人

(千業者、万人)

（年度）

８４．０兆円

６８５万人

６０．１万社

 （資料出所）  国土交通省「建設投資見通し」、「許可業者調べ」、総務省｢労働力調査」

　注１　投資額の平成16年度,17年度は見込み、平成18年度は見通し。 　注２　許可業者数は各年度末（翌年３月末）の値。 　注３　就業者数は年平均。
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建設投資額の減少
安ければよいという風潮

建設投資額の減少
安ければよいという風潮

価格競争を基本とした制度
（価格一辺倒の競争）

価格競争を基本とした制度
（価格一辺倒の競争）

ダンピング受注やくじ引き落札の頻発ダンピング受注やくじ引き落札の頻発

無審査一般競争入札の拡大無審査一般競争入札の拡大

品質低下の懸念
善良な企業の疲弊
賃金不払い・労働条件の悪化

①公正な競争（談合の排除） ②コストの縮減 ③行政の効率化①公正な競争（談合の排除） ②コストの縮減 ③行政の効率化

現状認識現状認識

社会的要請社会的要請

過剰供給構造過剰供給構造

公共調達の現状と社会的要請

○入札・契約制度の改革

・公正さの確保：一般競争入札の採用など透明性・客観性、競争性の向上

事前の資格審査が適切に行われないと施工能力に欠けるものが落札

無制限の一般競争では極端な低価格の受注に伴う品質の低下の懸念

○建設コストの縮減

・品質確保向上努力とあわせて考えなければ品質に対する懸念材料

○建設市場の国際化

・契約書、仕様書等の明確化と設計の完成度の向上が必要

○公共投資の縮減

・公共投資の縮減の中、過当競争によるダンピングの発生

○発注者の体制

・技術者の不足

○入札・契約制度の改革

・公正さの確保：一般競争入札の採用など透明性・客観性、競争性の向上

事前の資格審査が適切に行われないと施工能力に欠けるものが落札

無制限の一般競争では極端な低価格の受注に伴う品質の低下の懸念

○建設コストの縮減

・品質確保向上努力とあわせて考えなければ品質に対する懸念材料

○建設市場の国際化

・契約書、仕様書等の明確化と設計の完成度の向上が必要

○公共投資の縮減

・公共投資の縮減の中、過当競争によるダンピングの発生

○発注者の体制

・技術者の不足

品質確保の取組の必要性品質確保の取組の必要性

6



建設業法に基づく指示及び営業停止処分件数建設業法に基づく指示及び営業停止処分件数

（中部地整管内）

（内訳）
・主任技術者等の不設置
・独占禁止法違反
・虚偽申請 等
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品確法施行以前は品確法施行以前は
増加傾向！！増加傾向！！

安全管理・品質管理上の問題から指名停止等を措置された件数【都道府県・政令市】

地方公共団体における不良工事の発生状況
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7



中部地整での指名停止業者数

・指名停止業者数が近年急増
・急増分の大部分を建設業法違反を含む不正行為等に起因するものが
占めている

・指名停止業者数が近年急増
・急増分の大部分を建設業法違反を含む不正行為等に起因するものが
占めている
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：「不正行為等」によるもの

：「工事に係わる事故等」によるもの 不正行為等とは

贈賄・独占禁止法違反行為・建
設業法違反行為等をいう

山形新聞 14.11.1 中日新聞 15.2.18 福島民友新聞 15.4.1 

社会的に大きな影響を及ぼす公共工事の品質不良社会的に大きな影響を及ぼす公共工事の品質不良

トンネルの一部区間におい
て覆工コンクリート厚の出
来形が不足

↓
補修工事により、片側交互
通行規制が約１年間発生

トンネルの一部区間におい
て覆工コンクリート厚の出
来形が不足

↓
補修工事により、片側交互
通行規制が約１年間発生

橋梁橋脚の耐震補強用アン
カーボルトの定着長不足

↓
落橋防止機能が働かず、大
震災時に安全確保できない
おそれ

橋梁橋脚の耐震補強用アン
カーボルトの定着長不足

↓
落橋防止機能が働かず、大
震災時に安全確保できない
おそれ

アーチリブを連結する横支
材の仕口の製作方法を誤り、
橋桁が水平方向にずれ
↓
是正工事により、福島県南
と会津を結ぶ甲子道路の供
用が１年遅延。

アーチリブを連結する横支
材の仕口の製作方法を誤り、
橋桁が水平方向にずれ
↓
是正工事により、福島県南
と会津を結ぶ甲子道路の供
用が１年遅延。
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朝日新聞
平成17年7月20日付

社会的に大きな影響を及ぼす公共工事の品質不良社会的に大きな影響を及ぼす公共工事の品質不良

直轄及び都道府県における低入札による受注の推移直轄及び都道府県における低入札による受注の推移

・国土交通省直轄工事においては、低入札が年々増加し、H14年度には４５７件（全体の約３％）
・都道府県では、全体の約１割は低入札受注

・国土交通省直轄工事においては、低入札が年々増加し、H14年度には４５７件（全体の約３％）
・都道府県では、全体の約１割は低入札受注

全都道府県における
低入札の状況
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国土交通省直轄工事における
低入札の状況

※落札率８５％未満の工事のシェア ※直轄の低入札工事の平均落札率は約７５％
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①低入札工事については、完成時の実績データにおいて平均的に赤字受注となること
が確認できた。
低入札工事の各経費については、工事の標準的な経費を少なからず下回り、また、
入札時の予定と最終的に要した実績とは大きく異なっている。

②低入札工事では、受注者において、コストを抑えるために工期を短縮しようとする意
識が働いている。その結果、安全確保のため通常は採用しない無理のある工法を
採用する事例が発生している。

③落札率が低くなるほど、工事成績評定７０点以下の工事や下請企業が赤字の工事
の割合が増加する。

④低入札工事は、標準工事に比べ、平均工事成績評定点が低くなる傾向にある。
また、落札率が低くなるほど工事成績評定点６５点未満の工事の割合が増大し、
７０点以上の工事の割合が減少する。

⑤下請契約の契約書において「契約工種」や「数量」を明記していないなど不備が見ら
れる工事は、落札率が低いほど多い。
また、落札率が下がるほど、下請企業が赤字となる工事の比率が増加する。

低入札工事における問題点（全国ベース）

①低入札工事の各経費の状況

事務所名 ○○国道事務所

工 期 ６ｹ月間

予定価格 ２６８，８５２，５００円（税込み）

契約額 １８２，４９０，０００円（税込み）

落札率 ６７．９％

工事概要
○○県○○市○○地先において、○○自動車道の路体盛土及び現道の
ボックスカルバート築造の工事

事故概要
ストックヤードから工事現場に路体盛土用土砂を運搬するため、ダンプトラッ
クで工事用道路を走行中、工事用道路と一般道が交差する箇所で、一般道
を横断する際に一般車両と衝突した。

理 由
ダンプトラックでの土砂運搬にあたり、昼食時間中もダンプトラックが通行す
るにもかかわらず、経費縮減のため、工事用道路と一般道の交差部の交通
誘導員の交代要員等を適切に配置していないため、昼食休憩時に交通誘導
員が不在となり、交通誘導員の誘導のないままにダンプトラックが一般道に
進入したため一般車両と衝突した。

◇事故の事例

直接工事費：工事目的物の施工に直接必要な経費（労務費、材料費など）

共通仮設費：工事目的物の施工に共通的に必要な経費（交通誘導員の給料、現場 事務所
設置費など）

現場管理費：工事現場を管理するのに必要な経費（現場代理人給料、税金支払など）

一般管理費等：企業の継続運営に必要な経費（本社社員給料、本社建物経費など）

・低入札工事については、完成時の実績データにおいて平均的に赤字受注となることが確認でき
た。

・低入札工事の各経費については、工事の標準的な経費を少なからず下回り、また、入札時の予
定と最終的に要した実績とは大きく異なっている。その結果、その場しのぎのコストの削減のた
め、必要な交通誘導員を減らすなどの手抜きを行う事例が発生している。

320

470

130

290

190
160

1,820

1,200 1,450

60
560

-1,000

0

1,000

2,000

3,000

発注者の積算 当初落札額 完成時の実績

共通仮設費

現場管理費

一般管理費等

（万円）

-470

 直接工事費
2,900

1,580
1,700

実績
工事額

2,170

○○護岸補修工事

平成14年3月1日～平成16年3月31日に施工した直轄土木工事（港湾・空港工事を除く）
（235件のうち、落札率70%以下の工事120件のうち代表的な１工事を抽出）
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②低入札工事の工期について

0

1

2

3

051015202530

実績工期（月）

純
工
事
費

（
億
円

）

工事コスト調査対象工事 標準工事

純工事費と実績工期の関係

事務所名 ○○ダム工事事務所

工 期 ６ｹ月間

予定価格 １８５，７５５，５００円（税込み）

契 約 額 １４２，５９０，０００円（税込み）

落札率 ７６．８％

工事概要
○○県○○村において、○○ダム本体施工に支障となる一般県道○○線の
切回し道路を築造する工事（道路延長L=471m）

事故概要
本工事のための工事用進入路築造に支障となる埋設物（水道管）の切り回し
作業にあたり、埋設管の位置確認のための試掘をバックホウで行ったため、
バケットで埋設管（水道管）を損傷させた。

理 由
埋設管については管理者の台帳などで事前に把握していたが、詳細な位置
確認のための試掘を行うにあたり、本来、人力掘削等で慎重に行う必要があ
るにもかかわらず、経費縮減のため機械掘削で行った。

◇事故の事例

・低入札工事では、受注者において、コストを抑えるために工期を短縮しようとする意識が働いて
いる。その結果、安全確保のため通常は採用しない無理のある工法を採用する事例が発生して
いる。

工事コスト調査結果：平成14年3月1日～平成16年3月31日に施工した国土交通省直
轄土木工事（港湾・空港工事を除く）のうち一般土木 （408件） 内
訳：低入札工事113件、標準工事295件

※工事コスト調査：
低入札価格調査制度の対象となる工事について、工事に必要となった
費用の内訳などの調査

③「工事成績評定点７０点以下の工事」や「下請企業が赤字の工事」の
発生状況と落札率の関係

・落札率が低くなるほど、工事成績評定７０点以下の工事や下請企業が赤字の工事の割合が
増加する。

工事コスト調査結果：平成14年3月1日～平成16年3月31日に施工した国土交通省直轄土木工事（港湾・空港工事を除く）のうち一般土木対象 （547件） 内訳：低入札
工事111件、標準工事436件

落札率と主なコストを圧縮できた理由

7.7%

22.8%
29.5%

59.6%

67.9%
17.2%

36.0%

20.6%

16.9%

20.0%

18.0%

9.6%

12.3%

53.8%

40.0%

16.4%
10.3%

3.0%

38.5%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

50%以上～60%未満 60%以上～70%未満 70%以上～80%未満 80%以上～90%未満 90%以上～100%

落札率

比
率

下請企業が赤字の工事かつ70点以下

下請企業が赤字の工事

70点以下の工事

その他工事

・70点以下

　or

・下請企業が赤字

※平成16年度工事コスト調査の結果より

※平均点：73点

・工事成績評定点７０点以下

or

・下請企業が赤字

※工事成績評定点：73.6点

平成15年度に完成した国土交通省直
轄土木工事（港湾・空港工事を除く）の
うち一般土木対象

※工事コスト調査：

低入札価格調査制度の対象となる工
事について、工事に必要となった費用
の内訳などの調査
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・低入札工事は、標準工事に比べ、平均工事成績評定点が低くなる傾向にある【左図】。
・また、落札率が低くなるほど工事成績評定点６５点未満の工事の割合が増大し、７０点以上の
工事の割合が減少する【右図】。

図 落札率別の工事成績評定点の件数割合

◇落札率別の工事成績評定点の件数割合◇工事成績評定の分布状況〔標準工事と低入札工事比較〕

 工事成績評定点の分布状況【低入札工事と標準工事】

40 45 50 55 60 65 70 75 80 85 90 95 100
工事成績評定点

確
率

密
度

低入札工事 低入札工事平均点

標準工事 標準工事平均点

一般土木工事

（点）

100%

0

④低入札工事と工事成績評定点の関係

低入札工事（149件）
＝約69点

標準工事（5,482件）
＝約74点

平成15年度に完成した国土交通省直轄土木工事（港湾・空港工事を除く）のうち一般土木対象

※落札率が異なると、工事成績評定点には統
計的に有意な差が生じることを確認

 
評点別分布状況（一般土木）

4件

(23.5%)
7件

(19.4%) 16件

(9.3%) 17件(4.6%) 143件(2.7%)

8件

(47.1%)
14件

(38.9%)

45件

(26.2%)
66件

(17.7%) 546件

(10.4%)

5件

(29.4%) 15件

(41.7%)

111件

(64.5%) 289件

(77.7%) 4554件

(86.9%)

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

60%未満 60～70% 70～80% 80～90% 90～100%

落札率
評

点
別

分
布

割
合

65点未満 65点以上70点未満 70点以上

比

率

※平均点：73点

※対象：5,847件

65点未満の件数：

149件中22件（14.8%）

65点未満の件数：

5,482件中159件（2.9%）

⑤低入札工事における施工体制の状況

0%

20%

40%

60%

80%

100%

50～60% 60～70% 70～80% 80～90% 90～100%

落札率

点
検

結
果

不備有り

良好

・下請契約の契約書において「契約工種」や「数量」を明記していないなど不備が見られる工事は、
落札率が低いほど多い【左図】。
・また、落札率が下がるほど、下請企業が赤字となる工事の比率が増加する。【右図】。

◇下請契約の記載内容の点検結果

※H１７施工体制一斉点検結果：平成17年10月1日～11月30日に施工中の国土交通省直
轄土木工事（1,135件）

◇落札率と下請業者の赤字工事の比率

比
率

平成14年3月1日～平成16年3月31日に施工した国土交通省直轄土
木工事（港湾・空港工事を除く）のうち一般土木対象（547件） 内訳：低
入札工事111件、標準工事436件

下請原価割れの工事の比率（工事コスト調査：一般土木）

54%

60%

34%

20%

15%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

50%以上～60%未満 60%以上～70%未満 70%以上～80%未満 80%以上～90%未満 90%以上～100%

落札率

比
率
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（参考資料）低入札価格調査の状況

低入札価格調査の状況

457 471 471

853

4.1%

6.6%

3.1%

3.8%

0

200

400

600

800

1000

平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度

年度

件
数

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%

（調
査

件
数

）
÷

（
全

契
約

件
数

）
×

１
０

０

調査件数 低入札調査件数の割合
（※１）

※１　平成１８年３月２４日現在の速報値（調査中のものを含む）。

（※２）

※２　平成１８年２月２８日現在の数値。

数値は、８地方整備局（港湾空港関係除く）のもの。

・全契約件数に占める低入札価格調査件数の割合は、年々増加の傾向にある。
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公共工事における監督・検査の実施の状況

100% 100%

71%

22%

10%

100% 100%

69%

25%
13%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

直轄事務所 都道府県 市 町 村

国土交通省所管

農林水産省所管

検査要領等の整備状況（整備率）

100% 97%

36%

9% 5%

100%

85%

35%

7% 3%
0%

20%

40%

60%

80%

100%

直轄事務所 都道府県 市 町 村

国土交通省所管

農林水産省所管

監督要領等の整備状況（整備率）

平成14年度会計検査院 会計検査結果
「公共工事の品質を確保するための監督・検査体制等の整備状況について」（特定検査項目）より

（社）全国建設業協会「市町村における技術系職員数の調査結果」（２０００．４）

土木技師も建築技師
もいない市町村

建築技師が
いない市町村

土木技師が
いない市町村区分

26.1６３４55.9１３５５27.2６５９合計

50.9２０２83.4３３１51.9２０６村

27.8４２２65.3９９３28.9４３９町

2.0１０6.1３１2.8１４市(政令市含む)

比率(％)市町村数比率(％)市町村数比率(％)市町村数

・公共工事の発注者には、『工事費の適切な見積り』 、『適切な企業を選定』 、『工事の監

督及び検査を適切に実施』する責任があるが、市町村のうち約２６％は一人も技術者が
存在せず、これらの責任を果たせない状況
・『発注者の能力には大幅な差異がある』という前提に立つことが必要

４分の１以上の市町村では技術系職員が全くいない４分の１以上の市町村では技術系職員が全くいない
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＜品確法の目的＞公共工事の品質確保

１．公共工事の品質確保に関する
基本理念および発注者の責務の

明確化

２． 『価格のみ競争』から

『価格と品質で総合的に
優れた調達』への転換

公共工事の品質は、価格及び品
質が総合的に優れた内容の契約
がなされることにより確保されなけ
ればならないことを明記（第３条第２

項）

・工事の経験等、技術的能力に
関する事項を審査（第１１条）

・技術提案を求める入札（第１２条）

・技術提案についての改善が
可能（第１３条）

・技術提案の審査の結果を踏ま
えた予定価格作成（第１４条）

外部支援の活用による発注者
支援（第１５条）

施策施策

不良・不適格業者の参入

発注者の能力差

厳しい財政状況

＜品確法の背景＞

品質低下の懸念

独禁法改正の動き民間技術力の向上

欧米の先行事例 談合
ダンピングの増加

政府政府の策定する「基本方針」にの策定する「基本方針」に基づき基づき、各発注者は、各発注者は必要な措置を講ずる必要な措置を講ずる（第（第９９条）条）

公共工事の品質確保の促進に関する法律公共工事の品質確保の促進に関する法律
公布：平成１７年７月３１日法律第１８号

３．発注者をサポートする
仕組みの明確化

施策

公共工事は、物品調達とは基本的に異なり、その品質は目的物が使用されて初めて確認できるものであるこ
と、受注者の技術的能力によって品質が左右されること等を踏まえ、公共工事の品質確保に関する基本理念
を定め、発注者の責務を明確化する諸規定を整備
・基本理念として、公共工事の品質は、価格と品質が総合的に優れた内容の契約がなされることにより、確保
されなければならないこと等を規定
・発注者の責務として、発注関係事務を適切に実施しなければならないこと、必要な職員の配置に努めなけれ
ばならないこと等を規定

『価格競争』から『価格と品質で総合的に優れた調達』への転換を図り、公共工事の品質確保を促進するため
の諸規定を整備
・発注者は、競争参加者の技術的能力を審査しなければならないことを規定
・発注者は、技術提案を求めるよう努め、これを適切に審査・評価しなければならないことを規定
・発注者は、技術提案について改善を求め、又は改善を提案する機会を与えること（技術的対話）ができること
を規定
・発注者は、技術提案の審査後に予定価格の作成が可能であることを規定

発注者は、基本理念にのっとり発注者の責務を遂行することが必要であるものの、一部には体制が脆弱な発
注者も存在することから、これらの発注者をサポートするための諸規定を整備
・発注者は、発注関係事務を行うことができる者の能力の活用に努めなければならないこと等を規定
・この場合、発注者は、発注関係事務を公正に行うことができる条件（発注関係事務を適正に行うことができる
知識及び経験を有する職員が置かれていること等）を備えた者を選定することを規定

『公共工事の品質確保の促進に関する法律』のポイント

公共工事の品質確保に関する基本理念及び発注者の責務の明確化公共工事の品質確保に関する基本理念及び発注者の責務の明確化

『価格競争』から『価格と品質で総合的に優れた調達』への転換『価格競争』から『価格と品質で総合的に優れた調達』への転換

発注者をサポートする仕組みの明確化発注者をサポートする仕組みの明確化
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有資格業者名簿登録

公共工事における技術力の評価・活用

個別の工事に際しての技術審査

・建設業者及び配置予定技術者の同種・類似工事の経験
・簡易な施工計画について、配置予定技術者のヒアリング

受注･竣工

工事成績評定

技術的な工夫の余地が小さい

総合評価
（標準型）

総合評価
（高度技術提案型）価格競争

※個別工事に際しての技術審査：建設業者の施工能力の確認を行う。

※技術力を審査・評価：技術提案の実現性等を確認（審査）した上で、技術提案の点数付け（評価）を行う。

※技術提案：一般的な工事においては、簡易な施工計画、品質管理等についての提案を求める。

技術的な工夫の余地が大きい場合は、上記に加え、施工上の提案、工事目的物の品質の向上に関する高度な提案を求める。

※総合評価：技術提案の評価結果に基づき、価格と総合的に評価を行う。

工事施工経験

工事成績

工事発注における
審査・評価に反映

工事の施工履
歴や工事成績
の保存・活用

技術的な工夫の余地が大きい

施工上の工夫等一般的な
技術提案を求める

高度な技術や優れた工夫を含
む技術提案を求める

（特に小規模な工事） 一般的な工事

総合評価
（簡易型）

技
術
的
能
力
の
審
査

技
術
提
案
の
審
査
・評
価

技術力を評価
・施工計画（施工手順・工期）、

品質管理（確認頻度、方法）

・建設業者及び配置予定技術者の
同種・類似工事の経験・成績

高度な技術力を審査・評価
・施工上の提案

安全対策、環境への
影響、工期の縮減

予定価格の作成

高度な技術力を審査・評価
・構造物の品質の向上を図る提案

強度、耐久性、景観、
ライフサイクルコスト

技術提案の改善

工事成績評定 工事成績

◇基本方針を踏まえた国土交通省の取り組み

◎ガイドラインの策定

→簡易型総合評価等の実施方法を記載

◎地方整備局と都道府県による連絡調整会議の実施

◎公共工事の品質確保に関する自治体向け講習会、

説明会の開催

◎国土交通省で実施する研修への自治体職員の受け入れ

◎地方整備局での総合評価審査委員会の設置

◎発注者支援組織の認定制度の施行

（中部地方整備局で試行）
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価格及びその他の条件が国にとって最も有利なものをもって申込みをした者
を契約の相手方とすることができる

価格及びその他の条件が国にとって最も有利なものをもって申込みをした者
を契約の相手方とすることができる

会計法 第２９条の６第２項

耐久性

安全性

見映え（景観、美観）

利便性

環境負荷の抑制（騒音、振動、汚濁等）

企業の施工能力

※工事目的物

工 期

企業評価⇒

使い易さ

※施工中

※工期

価格と品質で総合的に優れた調達価格と品質で総合的に優れた調達

価格 ＝ 品 質その他の条件

評価値 ＝
技術点

価格点

提案内容により
点数を付与

応札価格

評価値が最も高い者が落札者
（予定価格の範囲内）

価格

評
価
点
数

予定
価格評価値

落札者

工期、機能、安全性などの価格以外の要素と価格とを総合的に評価
して落札者を決定する方式

工期、機能、安全性などの工期、機能、安全性などの価格以外の要素と価格とを総合的に評価価格以外の要素と価格とを総合的に評価
して落札者を決定して落札者を決定する方式する方式

予め、入札公告等において、
技術提案を求める内容
技術提案の評価の方法

を公表

提出された技術提案を公表さ
れた評価方法に従って審査し、
技術提案毎に技術点を決定

技術提案
の提出

【想定される総合評価の評価項目】

環境の維持（騒音・振動・水質汚濁など）、交通の確保、安全対
策、リサイクル など

社会的要請に対応した工事

初期性能の持続性の向上、耐久性・安定性の向上 など工事目的物の性能・機能の向上が実現できる工事

維持管理費・更新費、補償費 など総合的なコストの削減につながる工事

総合評価方式の概要総合評価方式の概要
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③技術面で発注者をサポート
できる仕組を制度化

③技術面で発注者をサポート
できる仕組を制度化

公共工事の品質確保、善良な企
業の健全な育成、
適正賃金・労働条件の確保

公共工事の品質確保、善良な企
業の健全な育成、
適正賃金・労働条件の確保

能力競争による合理的なコスト
縮減、建設業の技術力と競争力
の向上

能力競争による合理的なコスト
縮減、建設業の技術力と競争力
の向上

外部委託を活用した効率的な工
事の品質確保、官民問わず有能
な人材の活用

外部委託を活用した効率的な工
事の品質確保、官民問わず有能
な人材の活用

②民間の能力を最大限に引き
出すことが出来る仕組を制
度化

②民間の能力を最大限に引き
出すことが出来る仕組を制
度化

①良い仕事をした企業が発展
できる仕組を制度化

①良い仕事をした企業が発展
できる仕組を制度化

図 7.4 公共調達のあり方

期待される効果期待される効果

入札・契約
（民間技術力等を活用する

多様な入札・契約方式の導入）

技術提案、総合評価落札方式等

監督・検査
（適正な品質を確保する監督・検査の実施）

品質管理の重点化等

良質な社会資本を適正な価格で整備するために、発注者と受注者がそれぞ
れの責務を十分に果たすことのできる仕組みを構築しようとするもの

積算
（価格決定プロセス等の説明性が向上）

ユニットプライス型積算方式

①技術力を適切に評価
②民間の能力を最大限に引き出す

③発注者が責任を持って品質確保に取り組む

発注者発注者
技術の評価、監督・

検査を重視

発注者発注者
技術・品質・価格等を

細かく規定

受注者受注者
規定どおりに施工

受注者受注者
技術・品質・価格等の

ノウハウを活用

公共調達公共調達のの改革改革
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総合評価審査委員会の設置総合評価審査委員会の設置

直轄事業
中部地方整備局
総合評価審査委員会
（委員長 鈴木徳行 教授）

平成１７年１２月設置

各県地域部会

平成１８年度設置

県・市町村事業
各県単位
総合評価審査委員会

平成１８年度設置
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外部支援の活用による発注者支援外部支援の活用による発注者支援

1. 発注者は、自ら発注関係事務を適切に実施することが困難であるときは、他の地方公共団体

その他の者の能力を活用するよう努力。その際、知識・経験、法令順守・秘密保持等の条件を

備えた者を選定。

3. 国・都道府県は、発注関係事務を適切に実施することができる者の育成、発注関係業務を公

正に行うことができる条件を備えた者の選定に関する協力等に努力。

（法（法 １５条１５条 発注関係事務を適切に実施できる者の活用）発注関係事務を適切に実施できる者の活用）

（基本方針（基本方針 ８８ 発注事務を適切に実施することができる者の活用）発注事務を適切に実施することができる者の活用）

（１）国・都道府県による支援

各発注者による体制の整備、発注関係事務を実施することができる者の能力を活用。

国及び都道府県の支援策

・ 発注関係事務を適切に実施することができる職員の育成。

・ 発注関係事務を公正に行うことができる条件を備えた者の選定に関する協力等。

（２）国・都道府県以外の者の活用

当面、公共工事を発注する地方公共団体等に対して設計、積算、工事管理等の支援を行うこ

とができる公益法人等を活用しつつ、民間企業等についても、技術的能力及び公正性を確保

することで選定の対象となることができるよう必要な環境整備に努める。

『公共工事発注者支援機関の認定』
○ 概要

発注者支援業務（設計・積算補助、技術審査補助、監督補助、検査補助等の業務
を発注者の責任のもと支援する業務）を実施する機関を認定する制度

○ 機関の認定者：施工体制の確保に関する推進協議会（中部地方整備局・４県２政令市）

○ 機関の認定要件
・ 公平性、中立性が担保されること
・ 土木工事に関する各種基準に精通していること（専門性の担保）
・ 法令の遵守及び高度な守秘義務が担保されること
・ 業務遂行に必要な技術者が確保できること

○ 認定機関

（社）公共建築協会 中部地区事務局

（社）中部建設協会（社）中部建設協会

（財）三重県建設技術センター（財）三重県建設技術センター

（財）愛知水と緑の公社

（財）愛知県住宅供給公社（財）愛知県都市整備協会

（財）静岡県建築住宅まちづくりセンター（Ｈ１８．５追加認定）（財）静岡県総合管理公社、

（財）岐阜県建設研究センター（財）岐阜県建設研究センター

建築工事（H1８.1認定）土木工事（H17.10認定）

☆☆ 中部地方における市町村支援（試行）の取組み中部地方における市町村支援（試行）の取組み
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後世に残る土木技術の品質向上の促進へ！！後世に残る土木技術の品質向上の促進へ！！

伊勢大橋（１９３４年開通）

松重閘門（１９３０年完成） 船頭平閘門（１９０２年完成）

世界遺産「熊野古道（松本峠）」
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中部地方整備局における新しい入札・契約制度

中部地方整備局 企画部

中部地方整備局の入札契約方式の変革中部地方整備局の入札契約方式の変革

従 来従 来 ＷＴＯ対象工事以外は公募型、

工事希望型も含め指名競争入札方式

今 後今 後 一般競争入札方式の拡大と

総合評価落札方式を併用
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○入札方式等実施方針

入札契約方式について　　（港湾空港部除く）

一般競争入札
（ＷＴＯ）

工事希望型競
争入札

一般競争入札
（拡大）

１億円以上
２億円未満

１億円未満

発注金額

※平成１７年度は７．３億円

工事希望型競
争入札

公募型指名競争入札

（分任官）

一般競争入札
（拡大）
(試行)

総合評価方式
（選定方法実施イメージ）

一般競争入札
（拡大）

H１７入札方式（下半期）

一般競争入札
（ＷＴＯ）

H１8入札方式（上半期） H１8入札方式（下半期）

一般競争入札
（ＷＴＯ）

一般競争入札
（拡大）

７．２億円以上
※

３億円以上
７．２億未満

２億円以上
３億円未満

一般競争入札
（拡大）
（試行）

高度技
術提案

型

標準型

簡易型

中部地方整備局における契約方式

総合評価方式タイプ別運用区分

（ ）内は加算点を示す

【一般土木の例】

高度技術提案型 Ａランク

７．２億円 ７．２億円又は標準型（３０～５０点）

標準型（３０～５０点）を基本

上記以外 簡易型（３０点） Ｂランク

※工事内容によっては

３．０億円 ３．０億円高度技術提案型 ３０～５０点（ ）

標準型（３０～５０点）

又は簡易型（３０点）２．０億円

Ｃランク

１．０億円

０．６億円簡易型（３０点）

０ Ｄランク

一般土木・建築

契約予定
金 額

（億円）
Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ以上 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ以上

7.2 7.2

3.0 3.0

2.0

0.6 0.6

0.0 0.0

Ｂ

一般競争

Ｃ

Ａ

Ａ～Ｃ
（経営事項評価点数）

1,200点以上

平成１８年度上半期

Ａ～Ｃ
（経営事項評価点数）

1,200点以上

Ａ

難易度

契約方式 試行

一般競争

Ｂ

難易度

契約方式

工事希望型競争

Ｃ

Ｄ

試行
一般競争
（拡大）

一般競争
（拡大）

平成１８年度下半期

Ｄ

一般競争
（拡大）
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指 名 競 争 入 札 方 式

メリット

信頼できる建設業者の選定

入札契約に係る事務の簡素化

良質な施工に対するインセンティブの付与等

デメリット

透明性・競争性の確保に留意

一 般 競 争 入 札 方 式

メリット

○手続きの客観性が高く、発注者の裁量の余地小さい

○手続きの透明性が高く、第三者による監視が容易

○入札に参加する可能性のある潜在的な競争参加者の数が多く競争性が
高い

デメリット

○施工能力の乏しい者が落札し、品質の低下・工期の遅れ等の恐れ

○ダンピングによる不良不適格業者が落札する可能性を排除することが
困難
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工事希望型競争入札と一般競争入札における施工業者の考え方

［工事希望型競争入札］

○競争に参加する企業を選定基準により発注者が選定

［一般競争入札］

○競争に参加する企業に対して競争参加資格を課して募る

［工事希望型競争入札］ ［一般競争入札］

業者選定基準 競争参加資格

○工事等級区分により発注予定金額でのランク設定

○本支店営業所所在地による地域設定

○同種条件での過去の施工実績の確認（企業・技術者）

具体的な競争参加資格の公告事例

【一般土木 5,000万円の場合】

※一般土木工事に係るＤ等級であること

※○○国道事務所管内に本店、支店又は営業所が所在すること

※同種工事として逆Ｔ式擁壁（現場打）Ｈ＝10m以上の実績があること

総合評価落札方式による入札契約の変更点

〔落札者の決定方法〕

Ｂefore Ａfter

価 格 品 質＋価 格

工事希望型競争入札 総合評価併用一般競争入札

○価格競争を行うためには

競争に参加する企業を技術力により厳格に選定

〔企業の技術力は〕

①企業に求める簡易な施工計画の適正度

②企業実績に基づく評価

○競争に参加する企業を選定しない替わりに

企業の技術力を入札価格に換算

〔企業の技術力は〕

①企業に求める技術提案の内容

②企業の実績に基づく評価

③技術者の実績に基づく評価

④企業の信頼力
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工事希望型競争入札と総合評価併用一般競争入札の技術力評価比較

（一般土木の場合）

技術提案

企業の信頼度

工事希望型競争入札 総合評価一般競争入札

簡易な施工計画の適正度
発注者が示す標準仕様と技術提案で出される簡易な
施工計画の比較による技術の向上度

企
業
の
実
績
に
基
づ
く
評
価

技
術
者
の
実
績
に
基
づ
く
評
価

－

※当年度の指名状況

                                               ※過去１０年間工事実績の有無

                                               ※中部地整内での過去２カ年の工事成績

                                               ※優良・安全その他の表彰

                                               ※手持ち工事の状況

－

●過去１０年間の近隣地域内工事の実績

●過去１０年間の工事実績の有無

●技術者の資格

                                               ※本店・支店の所在地

●実績工事の工事成績

●技術者表彰

○－

－

企業の信頼度

※工事別工事評点　（過去２カ年の平均点）の考え方は以下のとおり

１）Ａｓ舗装、Ｃｏ舗装については、双方を合算した平均点とする。

３）営繕については、単独工種。

５）過去２カ年の実績が無い業者については、『６５点』の見なし点数とする。

６）過去２カ年の実績が１工事のみの業者については、その成績に６５点を加え２で除した点数とする。ただし、１工事のみの成績が６５点未満の業者については、
　　その措置を行わない。

２）鋼橋上部工事については、鋼橋上部及び機械設備の水門の実績の平均とする。

４）上記１）～３）によらない工種については、上記１）～３）を除く全ての工種（港湾空港関係除く）を合算した平均点とする。

評価項目 評価の内容 期間

① 災害復旧等の地域貢献 ・災害復旧等での表彰又は感謝状での加算評価 表彰後２ヵ年間

② ボランティアによる地域貢献 ・道路・河川行政に係るボランティア活動による表彰や感謝状での加算評価 表彰後２ヵ年間

③ 事故等による安全対策 施工期間中の事故等による口頭注意又は文書注意を受けた場合のマイナス評価 注意後２週間

④ 贈賄等による指名停止等 贈賄等により処分を受けた企業へのマイナス評価

営業停止又は指名停止期間処置
後の３～６ヶ月

文書注意後２ヶ月
口頭注意後１ヶ月

⑤ 建設事業への貢献度 地域社会への信頼度が低いと判断される企業へのマイナス評価 年度単位

⑥ 発注機関の信頼度 発注機関への信頼度が特に低い企業へのマイナス評価 年度単位

⑦ 他機関等の信頼度
H17.10以降に他機関等でトラブルを生じ、
過去二ヶ年の中部地整での受注工事の評価（工事評定）が低い企業へのマイナス評価

年度単位

H18.４以降に中部地整の工事で低入札を行い、過去の工事平均点が７２点未満の企業への入札制限
（参加を認めない）

低価格受注工事完了まで

H18.４以降に中部地整の工事で低入札を行い、過去の工事平均点が７２点未満の企業へのマイナス評価
低価格受注工事完了後２カ
年

H17.10以降に中部地整の工事で低入札を行い、低入札工事における評価が低い企業へのマイナス評価
低価格受注工事完了後２カ
年

⑧ 技術的信頼度
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総合評価落札方式における競争入札のポイント

ポイント１

企業の技術料評価で勝得た得点が入札額の一部となる

［総合評価による落札者の決定手法］

○評価値の1番高い企業が落札者となる

評価値＝標準点（100点）＋加算点（最高30点）／入札価格 ： 億円

標準点＝入札参加資格が確認された企業に支えられる基礎点

加算点＝企業の技術力評価で勝得た点数

［加算点１点の価値］

5,000万円の入札価格では４０万円程度の価値と同等

加算点30点の企業が5,000万円で入札した場合 評価値は２６０点

加算点 2点の企業が4,000万円で入札した場合 評価値は２５５点

ポイント２

従来は指名競争により、工事価格の最も低い場合に受注の機会が与えられたが、今後は、参加
資格を満足すれば、技術力と価格で受注の機会を得る。

入札額で1,000万円の差があっても、評価値の高い企業が落札者となる

総合評価落札方式における競争入札のポイント

２億円未満の工事でのポイント

《 参加資格を得るため 》

参加資格をまず得るためには、発注者が示す標準案の施工を目指す

標準案を理解のうえ、仕様書に基づき施工計画を記述

施工計画の記述がいい加減な場合は参加資格をはく奪

《 技術加算点を得るため 》

技術提案書に標準案を上回る技術的特性を提案

技術的特性を他の参加企業と比較し工事毎に相対評価

提案した内容は全て履行を求められるため、不履行だと成績を減点

28



標準案のみによる入札参加 技術提案書による入札参加

・様式６「提案書」の（標準案での施工 ・様式６「提案書」の（標準案での施工

の意志）に有りを明示する。 の意志）を明示する。

・ 標準案の内容確認）に具体的内容を ・ 様式７「技術提案書」を記載し提出す（

記入し提出する。 る。

・様式７「技術提案書」を提出する。工

事名、社名を記載するが内容は記載しな

くてよい。

適否の判断 適否の判断不適 不適

適 適

標準案による無

施工の意志

有

標準案にて入札参加 技術提案による総合評価値入札参加資

資格 にての入札参加資格格無し

２億円未満の総合評価落札方式における技術提案書の評価の流れ

標準点+加算点=130点

標準点=100点

評価値

基準評価値

予定価格

入札価格

標準点（標準案）に対する価格

☆　：　落札者
★　：　非落札者（落札条件を満たすが他と比べ評価値が低い者）
●　：　非落札者（予定価格以上）

提案者の入札価格

ｸﾞﾗﾌの傾きの一番大きい企業が落札！

A建設

B建設

C建設

E建設

Ａ建設 Ｂ建設 Ｃ建設 Ｄ建設 Ｅ建設

入札価格 10（百万円） 9.6（百万円） 9.1（百万円） 11（百万円）

標準点 １００点 １００点 １００点 １００点

総合評価

加算点
２１点 １０．５点 ９．５点 １０点

評価値 １２．１ １１．５１０ １２．０３３ １０

標準点（１００点）＋加算点

入札価格
＝評価値
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公告

企業からの

技術資料の提出

審査

入札

公告：（入札参加条件）

地域特性

【○○地域に本支店・営業所を有する】

等級区分

【従来と同様に発注予定金額に応じた、求める企業の等
級区分を明示】

企業の技術力、技術者の能力

○企業の技術力（同種・類似実績等）

○技術者の能力（資格・同種、類似実績等）

簡易な施工計画

【工程管理、品質管理、施工計画等】

一般競争入札（拡大） 簡易型総合評価方式の技術資料提出まで

10日～20日

提 案 書

工事名 ：

会社名 ：

１．施工の意志確認

有 り 無 し標準案での施工の意志

上記該当する方へ○を付す

１）別記様式７，８において技術提案を提案する企業においては、技術提案が適正と認められない場合に標準

案を施工する意志があるか否かを問う。

） ， 、 、２ 別記様式７ ８において技術提案を提出する意志の無い企業においては 標準案での施工の意志を問うが

標準案での施工の意志の無い者は競争参加資格は無い。

３）技術提案を提案する者は、別記様式７，８を記載する事とし、記載する技術提案が適正と認められない事

を想定し、上記「標準案での施工の意志」の該当する方へ○を付す事。

４）上記「標準案での施工の意志」が無く、技術提案書（別記様式７，８）が適正と認められない場合は、入

札参加資格は無しとする。

２．標準案の内容確認
「○○工における○○対策」

について、発注者が設定している標準案の理解力を確認する。項 目

○（材料） １．材料および配合について

○（施工方法） ２．施工方法について

○（安全管理） ３．安全管理について

（注意事項）

１．別記様式７，８において技術提案を提案しない者は、上記の標準案内容確認について記載する事とし、記

載する内容が適正と認められない場合は、競争参加資格なし。

２．標準案で施工する事となった企業においては、技術提案についての加算点評価は無い。

３．標準案内容確認に記載する内容は、各項目事項にあわせて詳細に記載すること （ 共通仕様書や特記仕様。「

書による」などの抽象的な記載は認めない ）。
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技 術 提 案 書

施工上配慮すべき事項

工事名 ：

会社名 ：

について施工上配慮すべき事項 「○○工における○○対策」

項 目 具 体 的 な 施 工 計 画

○（材料） １．材料および配合についての工夫・提案

○（施工方法） ２．施工方法についての工夫・提案

○（施工管理） ３．施工管理についての工夫・提案

工事名及び会社名のみ記入して提出注）標準案のみで施工する場合は、本様式に記載する必要は無いが、

（加算点評価は無し）すること。
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